
　本年 1月24 ～ 25日、茨城協会代表として第 52 回保団連大会に高橋
会長、志村副会長と共に出席した。今大会をもって、18 年にわたり保団連
理事を務められた柴沼理事が退任され、高城理事が後任となることが了承
された。この場を借りて、柴沼理事の長年の功績に感謝申し上げたい。
　大会討論では、各協会・医会代表から活発な発言があった。中でも医療
機関の経済的苦境に対しての充分な財政的支援、診療報酬の大幅引き上
げ、そして現行制度の不備を指摘する声は大きかった。
　令和 8 年度診療報酬改定は本体部分＋3.09％と報道されている。30 年
ぶりの大幅な引き上げとの評価もあるが、現在の医療機関経営苦境を打開
することが可能な数字なのであろうか。疑問を感じざるを得ない。経団連は
25 年春闘に続き26 年春闘でも5％以上の賃上げを目指すとしている。翻っ
て、我々はそれに追随し賃上げを行い、優秀な人材を確保することが可能
なのであろうか。他分野に比較し公定価格に大きく依存する医療・介護分
野での労働従事者（労働人口の 1 割弱）は、ますます経済的に置いてい
かれる結果になりはしないか。
　毎回、診療報酬改定のたびに、その「適正化」が唱えられるが、何を
もって「適当で正しい」とするのであろうか。
　医療提供側のアウトプットが「不充分」との評価であれば、報酬が増えな

いのも理解できるが、我が国の医療供給水準が諸外国に比して劣っている
という意見は寡聞にして知らない。一般的な評価としては、クオリティーは高
く、アクセスは容易、コストは高齢化等に伴い中等度といったものであろう。
　患者、保険者、財務当局からすれば「無い袖は振れない」との理屈で
あるが、我 も々労働対価で収入を得て生活しているわけで、一方的に悪者
にされ適正な評価が受けられないのであれば、多くの善意で成り立っている
現行保険診療制度は遠からず瓦解するであろう。それが国家社会にとって
大変不幸なことは想像に難くないが。
　多くの一般市民は知らないのか。いや知っていても無視しているように感じ
るのは、被害妄想なのであろうか。
　本稿を皆様が目にする頃には衆院選もすでに終了し、国民の判断が示さ
れているであろう。現時点の各党公約をみると、食料品を中心に消費税減税
を掲げるものが多数である。新政権ではその議題の中に「保険診療」「公
的健診」「公的予防接種」については「消費税 0％」を考慮してもらいた
いと愚考する。
　保団連の大会討論終盤では、某県協会代表から、単に文句を付けても
当局も現行ルールの枠内でしか対応はできないのだから、もっとルール制定
段階から関与する方法を検討しよう、保団連規模の団体でそれができない
のは活動ベクトルが社会実情と合ってないのではないか（意訳）との発言が
あった。必ずしも多数から賛同を得てはいない様子であったが、小生には充
分傾聴に値する意見に思われた。
　まずは新政権の枠組み次第ではあるが、単にルールに従属するのではな
く、自らルールを定める立場に至るにはどうすべきか、いま一度、会員各位
には活発な御考察をお願いしたい。
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論壇 「ルールは従うもの？
　　　　定めるもの？」




